
令和６年度医療施設等設備整備費補助金（在宅人工呼吸器使用者非常用電源整備事業）

に係る事業計画書の提出について 

 

 

１ 令和６年度医療施設等設備整備費補助金（在宅人工呼吸器使用者非常用電源整備

事業）について 

 

(1) 目的 

この事業は、訪問診療が必要な人工呼吸器使用患者が使用する人工呼吸器が長期

停電時においても稼働できるよう、停電時に備えて患者に貸し出せる簡易自家発電

装置等を整備し、災害時においても患者の生命を維持できる体制の整備を図ること

を目的とする。 

 

(2) 事業の実施主体 

この事業の実施主体は、医療法第７条の規定に基づき許可を受けた病院及び診療

所、又は同法第８条の規定に基づき届出をした診療所（以下、「医療機関」とい

う。）とする。 

 

(3) 事業内容 

訪問診療が必要な人工呼吸器使用患者を診療している医療機関において、停電時

に備えて患者に貸し出せる簡易自家発電装置等の整備費に対して補助する。 

 

※ 簡易自家発電装置等は、災害等による電力不足に備えて、訪問診療が必要な人工呼吸器

使用患者を診療している医療機関が患者の療養の確保に必要な設備を無償で貸し出すため

に整備するものとする。 

※ 簡易自家発電装置等とは、ガソリン・ガス等で駆動される自家発電装置、人工呼吸器の

予備バッテリーをいう。 

※ 実施主体においては、保守・点検等を十分に実施すること。なお、当該事業は、補助し

た簡易自家発電装置等にかかる保守・点検等のランニングコストは含まれない。 

 

(4) 補助対象経費 

長期の停電時に無償で貸し出せる簡易自家発電装置等の購入費 

 

(5) 補助金額 

この補助金の交付額は次により算出された額とする。ただし、施設ごとに算出さ

れた額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切捨てるものとする。 

ア 「簡易自家発電装置等の購入台数×212,000円」（Ｅ欄）と「対象経費の実

支出額」（Ｄ欄）とを施設ごとに比較して少ない方の額を選定（Ｆ欄）する｡ 

イ アにより選定された額（Ｆ欄）の合計額と総事業費（Ａ欄）から寄付金その

他の収入額（Ｂ欄）を控除した額（Ｃ欄）とを比較して少ない方の額に補助率

（２分の１）を乗じて得た額（Ｈ欄）を交付額（Ｉ欄）とする。 

別紙 

 



※ （ ）は令和６年度度医療施設等設備整備費補助金事業計画総括表（ホームページか

らダウンロード）における欄の名称 

 

その他詳細については、２(1)に記載の神奈川県庁ホームページに掲載している、国

の事務連絡、「医療施設等設備整備費補助金交付要綱(案)」を御確認ください。 

 

２ 事業計画書の提出方法について 

 

(1) 提出資料 

ア 医療施設等設備整備補助金事業計画総括表 

イ 様式1-19  在宅人工呼吸器使用者非常用電源整備事業 

ウ 購入物品の見積書 

※ 各様式は、次の神奈川県庁ホームページからダウンロードできます。 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/t3u/zaitaku-dengen.html 

 

(2) 提出方法 

  電子メールにて神奈川県医療課地域包括ケアグループあて送付してください。 

   提出先メールアドレス：ouhuku-iryou@pref.kanagawa.lg.jp 

   提出締切      ：令和６年４月12日（金曜日） 

※ メールの件名を「【医療機関名】在宅人工呼吸器使用者非常用電源整備事業の事業計画

書」としてください。 

(例)【神奈川県庁病院】在宅人工呼吸器使用者非常用電源整備事業の事業計画書 

 

３ 留意事項 

 

(1) 今回の募集は、補助金の交付を確約するものではありません。 

(2) 当補助金は厚生労働省所管の国庫補助金であり、当補助事業の交付要綱（案）は

今後変更する場合、国及び県の予算額の範囲内で交付するため、基準額どおりに補

助金額が交付されない場合等があります。 

(3) 県の補助要綱は、国の交付要綱が制定された後に、制定します。 

(4) 必要に応じて追加書類を提出いただく場合があります。 

 

 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/t3u/zaitaku-dengen.html

